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１．平成23年12月期第２四半期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年6月30日） 
（１）連結経営成績(累計)                                                   （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年 12月期第２四半期 2,020 △70.0 236 △61.2 △89 ― △96 ― 
22年 12月期第２四半期 6,723 △38.5 609 ― 164 ― 1,740 ― 

 

 １株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

 円   銭 円   銭 

23年 12月期第２四半期 △288.54 ― 
22年 12月期第２四半期 5,213.33 ― 

 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

23年 12月期第２四半期 48,279 3,333 6.9 9,985.00 
22年 12月期 49,196 3,430 7.0 10,273.53 

（参考）自己資本      23年12月期第２四半期 3,333百万円   22年12月期 3,430百万円 
 
 
２．配当の状況 

年間配当金 
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 
22年 12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 
23年 12月期 ― 0.00    

23年 12月期 
(予想) 

  ― 0.00 0.00 

(注)当四半期における配当予想の修正有無 無 
 
 
３．平成23年12月期の連結業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 11,200 △25.7 1,200 △19.9 500 △27.6 490 △6.2 1,467.58 

(注)当四半期における業績予想の修正有無 無 



４．その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ.３「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 無  
 新規 ―社 （社名           ） 、除外 ―社 （社名           ） 
    (注)当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 
（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 有 

(注)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。  
  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
② ①以外の変更 無 

     (注)「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連決財務諸
表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 
（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年12月期２Ｑ 333,964株 22年12月期 333,964株 

② 期末自己株式数 23年12月期２Ｑ 81株 22年12月期 81株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期２Ｑ 333,883株 22年12月期２Ｑ 333,883株 

 

    

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する説明 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開
示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しております。    

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予
想に関する事項は、【添付資料】Ｐ.３「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。    

 



  

  

  

  

※ 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料については、開催後

速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成23年８月18日（木）・・・・・・アナリスト向け決算説明会 
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国市場における需要拡大や国内経済対策効果等により、

緩やかな改善傾向が見られましたが、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災及び原子力発電所の事故に伴

う電力供給不足の問題等、厳しい状況にあり、深刻な影響が懸念されます。 

  

 当社グループが属する不動産業界におきましては、住宅ローン減税等経済対策の効果もあり、緩やかな回復傾向

が見られるものの、厳しい雇用・所得環境に加え、東日本大震災の影響により、依然として先行きの不透明感があ

ります。 

 このような事業環境のもと、当社グループは、中核事業である不動産販売事業において、物件の販売を促進する

とともに、新規分譲マンション用地の仕入も開始し、保有資産の収益性向上のための施策としては、リーシング活

動やプロパティマネジメント事業にも注力いたしました。 

 また、当社の強みである情報収集力、企画力を最大限に活かし、様々な事業会社様との多面的・応用的な柔軟性

のあるコラボレーションにより、業務受託、企画コンサル事業、取引仲介等、不動産に係るビジネスに積極的に取

り組みました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は2,020百万円（前年同四半期比70.0％減）、営業利益236

百万円（前年同四半期比61.2％減）、経常損失89百万円（前年同四半期は経常利益164百万円）、四半期純損失96

百万円（前年同四半期は四半期純利益1,740百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年3月21日）を適用したため、各セグメントの対前年同四半期との金額比較は記載しておりません。 

①不動産販売事業 

 不動産販売事業におきましては、分譲マンションの販売を促進したことにより、平成23年6月末時点において、

前期末在庫の30戸を5戸に圧縮し、売上高852百万円、セグメント利益30百万円となりました。 

②不動産賃貸事業 

 不動産賃貸事業におきましては、保有している収益不動産の賃料収入の増加を図るべくリーシング活動、プロパ

ティマネジメント事業に注力し、売上高1,037百万円、セグメント利益623百万円となりました。 

③不動産企画仲介コンサル事業 

 不動産企画仲介コンサル事業におきましては、業務受託及び取引仲介に積極的に取り組んだ結果、売上高130百

万円、セグメント利益118百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（総資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は48,279百万円（前連結会計年度比1.9％減）となりました。これ

は主として、現金及び預金が355百万円、たな卸資産が723百万円減少したこと等によるものであります。 

  

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産は前連結会計年度末比96百万円減少し、3,333百万円となりまし

た。 

  

（自己資本比率） 

 当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は6.9％（前連結会計年度比0.1ポイント減）となりました。

  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて 百万円減少し、 百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの変動要因は次のとおりであります。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

355 1,052
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①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金は 百万円の増加（前年同期は4,191百万円の増加）となりました。主な増加要因は、不動

産販売事業におけるたな卸資産の減少額 百万円であり、一方、減少要因は未払金の減少額 百万円によるもの

であります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動による資金は 百万円の減少（前年同期は100百万円の増加）となりました。これは主として、預り保証

金の受入・返還による純支出 百万円によるものであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動による資金は 百万円の減少（前年同期は6,407百万円の減少）となりました。これは主として、長期

借入れによる収入231百万円及び、長期借入金の返済による支出 百万円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年２月15日に公表いたしました平成23年12月期連結業績予想に変更はございません。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理  

（棚卸資産の評価方法）  

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更  

（資産除去債務に関する会計基準）  

 前連結会計年度末より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。  

 前第３四半期連結累計期間までは当該会計基準等を適用しておりませんでしたが、今後の安定的な収益体質への

転換を図るため、コスト構造の見直しを行った結果、前連結会計年度末より適用したものであります。従って、前

第２四半期連結累計期間は、当該会計基準等適用後の方法によった場合に比べて、営業利益、経常利益は3百万

円、税金等調整前四半期純利益は26百万円それぞれ多く計上されております。  

②表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。  

  

（４）追加情報  

保有目的の変更 

 保有目的の変更により、第１四半期連結会計期間において、仕掛販売用不動産の一部を固定資産に振替えており

ます。その内容は、以下のとおりであります。  

 土地      1,057百万円  

 計        1,057百万円  

 保有目的の変更により、第１四半期連結会計期間において、土地の一部を販売用不動産に振替えております。そ

の内容は、以下のとおりであります。  

 販売用不動産   772百万円  

 計        772百万円   

  

122

419 312

4

5

473

704

２．その他の情報
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３．連結財務諸表等 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,376 1,732

受取手形及び売掛金 37 104

販売用不動産 4,605 4,531

仕掛販売用不動産 11,405 12,203

貯蔵品 1 0

その他 881 798

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 18,307 19,370

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,352 6,352

減価償却累計額 △907 △792

建物及び構築物（純額） 5,445 5,560

土地 23,726 23,441

その他 94 98

減価償却累計額 △76 △76

その他（純額） 17 22

有形固定資産合計 29,190 29,024

無形固定資産 33 48

投資その他の資産   

その他 750 753

貸倒引当金 △2 △1

投資その他の資産合計 747 752

固定資産合計 29,972 29,825

資産合計 48,279 49,196
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 1,886 1,925

未払法人税等 4 4

その他 760 1,092

流動負債合計 2,650 3,022

固定負債   

社債 2,430 2,430

長期借入金 38,906 39,341

資産除去債務 68 67

その他 889 905

固定負債合計 42,295 42,744

負債合計 44,946 45,766

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,211 4,211

資本剰余金 4,265 4,265

利益剰余金 △5,131 △5,035

自己株式 △11 △11

株主資本合計 3,333 3,430

純資産合計 3,333 3,430

負債純資産合計 48,279 49,196
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（２）四半期連結損益計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 6,723 2,020

売上原価 5,128 1,139

売上総利益 1,595 880

販売費及び一般管理費 985 643

営業利益 609 236

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

違約金収入 － 2

保険解約返戻金 0 －

金利スワップ評価益 11 9

その他 3 2

営業外収益合計 17 15

営業外費用   

支払利息 426 338

その他 35 2

営業外費用合計 462 340

経常利益又は経常損失（△） 164 △89

特別利益   

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 － 0

社債買入消却益 1,605 －

特別利益合計 1,605 0

特別損失   

固定資産除却損 － 1

貸倒引当金繰入額 － 1

ゴルフ会員権評価損 － 1

特別退職金 22 －

訴訟和解金 2 －

特別損失合計 25 3

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,744 △92

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 0 －

法人税等合計 4 3

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △96

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,740 △96
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

1,744 △92

減価償却費 140 133

社債買入消却益 △1,605 －

固定資産売却損益（△は益） △0 －

固定資産除却損 － 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 1

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 426 338

金利スワップ評価損益（△は益） △11 △9

売上債権の増減額（△は増加） 55 67

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,857 419

前払費用の増減額（△は増加） △7 △91

未払金の増減額（△は減少） △131 △312

未払又は未収消費税等の増減額 △91 △57

前受金の増減額（△は減少） 64 147

預り金の増減額(△は減少) △123 △47

その他の資産の増減額（△は増加） 190 30

その他の負債の増減額（△は減少） 35 △66

小計 4,544 461

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △451 △361

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 98 22

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,191 122

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △4 △3

固定資産の売却等による収入 15 3

預り保証金の受入による収入 103 6

預り保証金の返還による支出 △12 △12

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 100 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △1,000 －

長期借入れによる収入 － 231

長期借入金の返済による支出 △5,126 △704

社債の償還による支出 △278 －

リース債務の返済による支出 △2 －

割賦債務の返済による支出 △0 －

預金の担保提供による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,407 △473

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,115 △355

現金及び現金同等物の期首残高 2,915 1,408

現金及び現金同等物の四半期末残高 800 1,052

- 7 -



該当事項はありません。  

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１ 事業区分は、販売内容の類似性を考慮して決定しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1)分譲事業………………………分譲マンション及び分譲戸建住宅販売 

(2)不動産企画販売事業…………不動産企画付建物・土地の販売等 

(3)不動産関連業務受託事業……不動産再生事業、不動産関連業務受託及び仲介収入等 

(4)アセット開発事業……………商業施設・複合施設の開発等 

(5)その他事業……………………建材、住設機器販売及び不動産賃貸収入等 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
分譲事業 
（百万円） 

不動産企画
販売事業 
（百万円） 

不動産関連
業務受託事業
（百万円） 

アセット
開発事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 2,790  232  14  3,684  1  6,723   －  6,723

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －  － －

計  2,790  232  14  3,684  1  6,723  －  6,723

営業利益  158  145  10  548  0  862 ( ) 253  609
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 〔セグメント情報〕 

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会、その

他の会議体が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 

 当社は、製品・サービスの内容等が概ね類似している各個別プロジェクトを集約し、「不動産販売事業」

「不動産賃貸事業」「不動産企画仲介コンサル事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 各報告セグメントの主要な内容は、次のとおりであります。 

  不動産販売事業・・・・・・・・・分譲マンション・商業施設等の開発・販売、土地の販売等 

  不動産賃貸事業・・・・・・・・・不動産賃貸等 

  不動産企画仲介コンサル事業・・・不動産関連業務受託、取引仲介、販売代理、リノベーション事業等

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 

 （単位：百万円）

(注) １ セグメント利益の調整額△536百万円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全

社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

    

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

報告セグメント

合計
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 

不動産販売事業 不動産賃貸事業
不動産企画仲介
コンサル事業 

売上高             

外部顧客への 

売上高 
 852  1,037  130  2,020  －  2,020

セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  852  1,037  130  2,020  －  2,020

セグメント利益  30  623  118  772  △536  236

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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